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大都市近郊にわける漁協の販売活動

一兵庫県 ･明石浦漁協を事例として一

松木晋介 ･小野征一郎 
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1.課題と構成

兵庫県は,北は日本海,南は瀬戸内海に面し, 

km077 4

0072,

に及ぶ海岸線に6の漁協が点在 し,約 

名の組合員が所属している｡ 日本海側では

79

09も2 億円を記録し,瀬戸内海海区のなかで愛媛

県の2

圏に属しながら,これほど水産業生産額が大きい

県は他にはない｡

鯨門に続いている｡首都圏に次く･大都市

沖合底びき網 ･イカ釣 りなどの漁船漁業が生産の

中心であり,前著が主幹漁業である｡瀬戸内海側

では5トン未満の漁船を中心 とした小型底びき

網 ･船曳網等の漁船漁業とノリ･ワカメ ･カキ等

の蓑殖業が複合的に行われており,特に生産量日

本一を誇るノリ養殖業が重要な業種 となってい

る｡ 2

本研究で取り上げる明石浦漁業協同組合 (以下,

明石涌漁協)は,兵庫県内では林崎漁協 ･神戸市

漁協 ･坊勢漁協の各漁協とともに認定漁協l)の指

定を受ける｡多くの漁協が委託販売に安住してい

るなかで産地市場開設型の共販に加え,買取販売

を積極的に実施している｡明石浦漁協の販売事業

売上高は,全国6位,兵庫県で3位,金額規模別

95

3


3
721,

平成 1年における瀬戸内海海区の絵生産額は 

億円,そのうち兵庫県が4 億円を占め ト

20には3億円以上の最上層の位置にある (表1･ 

参照)｡

ップの位置にある｡有明海と日本一を争うノリ養 小論は,大都市近郊に位置する漁協の販売事業に

殖漁業は有名であるが,海面漁業の生産額のみで 焦点をあて,特に産地市場の地位が低下するなか



96 松木晋介 ･′ト野征-一郎

で.買取販売により突破口を開こうとしている事

例を分析したい｡ 表 l 兵庫県内の漁協販売事業取扱高 (平成 13年度)

本稿の構成を前もって述べておけば,以下の通 順位 組合名 取扱高 (百万円) 
りである｡まず2.において,明石浦漁協の概要 1 坊勢漁協 .9
584
 
を説明し,3.を主題である販売事業の分析にあ

2 林崎漁協 .5
404
 
てる｡そこでは受託販売,買取販売の取引内容を

3 明石涌漁協 ,5
373
 
説明する｡とりわけ主要な取引先であるコープこ

4 浜横町漁協 .4
334
 
うべとの活魚による取引関係の実態を紹介しよ

5 香住町漁協 . 1
291

う｡4.では,販売事業の動向が事業利益を左右

292
 
することを指摘し,5.結語において,収益動向

6 神戸市漁協 .0

から,買取事業の必要性と漁協経営のあり方にジ
7 一書町漁協 2,165 

レンマが生じていることを明らかにする｡頭打ち
8 育液滴漁協 2,112 

192
で低収益の買取事業に新規販路の開拓が求められ 9 兼二見漁協 .3


ているのである｡ 10 津居山讃漁協 174
,6


出所 漁業協同絹合統計表 ･2001年度

2.明石浦漁業協同組合の概要

明石市には,6漁協21が点在し,約 1,000名 表2 全国の漁協別販売事業売上高 (平成13年度)
 
(平成 14年度)の組合員が所属する｡ノリ養殖と


船曳網,小型底びき網等の漁船漁業が生産の中心 5,000万円以下 192
 

であり,平成 15 ,4 5, 万円～1 131
年の総漁獲是は389トン,うち 000 億円
 
魚頬2,8 9トン,水産動物叛128 1億円～3億円 312
47トン,貝類5 ,6

トン,藻類35トンであった｡

明石浦漁協は日本標準時となる東経 135度が通
3億円～5億円 164
 

過する明石市東部に位覆し,明石海峡を挟んで前 5億円～10億円 228
 

方には淡路島,東に大阪湾,西には播磨灘を臨む｡ 10億円～20億円 149
 

近隣の海域は複雑な潮流と地形に形成された多く 20億円～30億円 66
 
の産卵場,育成場があり,自然環境にも恵まれて

30億円以上 82

いる｡


明石浦漁協の平成 16年度の組合員数は365名,

職員数は23名である (図 1参照)｡組合員は多く 出所:漁業協同組合統計表･2001年雇
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図1 明石浦漁協の絹合Ji数 ･曝Ji数の推移 出所 :明石涌漁業協同拍合 ･業務報告+より作成
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の場合,ノリ糞殖を中心に漁船漁業を兼営する｡ 後で推移している｡1960年代のピーク時には40

9月1日～翌年5月20日はノリ養殖の期間で,その 億円以上に達したこともあった (図3参照)0

後,ノリ養殖従事者の多くは8月末まで漁船漁業

に従事する｡小型底引き網を行なう著は 170名 表3 明石涌漁協の組合員358名の内訳 (平成 14年度)

(うち.60名がノリ養殖と兼業),一本釣りは150
小型底びき網 170名 

名 (うち,40名がノリ養殖と兼業),延縄3名 (1
(うち､ノリ養殖と兼業) (60名)

隻),船曳15名 (3統 ×5名),陸上作業者20名で

ある (表3参照)｡漁船については,3-5t未満階 -本釣り 150名 

層に全体の9割以上が集中している｡ (うち､ノリ養殖と兼業) (40名)

水揚畳は.平成2年度の320から平成1年度 延 縄 3名,0t 6

には半減し約 1,600tになっている｡特に,平成5
船 曳 15名 (3統 ×5)

年度頃からの減少が顕著である (図2参照)｡水場

金額も平成5年度頃から減少し,最近は,漁船漁

業約 16億円,ノリ養殖約 14億円,合計30億門前 出所 :聞き取り調査より作成
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漁船漁業の業種別にみると,底びき網は水揚 設し,生産者からの受託に基づき漁獲物を販売す

量 ･水揚金額ともに増減が激しいが,全般的には る)と共同出荷型 (生産者から受託もしくは買い

減少傾向にある｡一本釣りは,水揚量 ･水揚金額 とった漁獲物を卸売市場または市場外業者に出

ともに緩やかな減少傾向にある (図4参照)｡一本 荷 ･販売する)に大別でき,各漁協はこの組み合

釣り及び曳縄の合計が約2億5,000万円,底びき わせによって販売事業に対応するのか一般的であ

網 ･延縄及び船曳の合計が約 12億円,貝類の約 る｡多くの漁協が産地市場漁協から共同出荷漁協

6,000万円を合わせた約 15億円が漁船漁業の水場 へと販売事業の軸足をシフトさせるなかで,明石

金額である｡ 浦漁協は,産地市場開設型のみに対応し,漁船漁

業水揚物の共同出荷は行なっていない｡また,産

3.販売事業 地市場漁協にあっても,漁協自ら取引に参加し,

1)販売事業の位置と特徴 市場外への販路拡大に対応するなど,販売活動に

明石浦漁協は,稗貫事業 ･販売事業 ･共済事業 積極的かつ主体的に取り組んでいる｡

等の諸事業を行なうが,経済事業の主軸は販売事 受託販売高は平成3年度以降減少し,平成 16年

業にある｡ 度は漁船漁業約 15億円,ノリ養殖約 14億円で,

漁協共販は,業務形態に基づき産地市場開設型 合計29億円である (図5参照)｡受託販売におけ

(漁協が開設者 ･卸売業者となって産地市場を開 る漁協の収入ともいうべき受託販売手数料は,受

力円 
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図4 漁船漁業穫類別水橋J ･水揚金額の推移 出所 :明石涌漁業協同組合 ･業務報告雷より作成 
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託高の減少とともに縮小している｡販売品売上高

とは,漁協による買取販売のことを指す｡買取販

売高は,平成4年度以降急増するが,近年は5-8

億円内外で推移している｡

明石浦漁協の販売事業においては,買取販売の

比率が高まるが,販売事業総利益率は6-7%前

後で推移する｡買取販売は,差益収入を基本とし,

普通,委託手数料収入よりも収益率が低いが,買

取ウエイトが高まっていても,同漁協の販売事業

総利益は大幅な低下を示していない｡ 

2)受託販売

明石浦漁協の受託販売手数料は,漁船漁業が 

6%,ノリ共販が4%である｡前者において漁協

は,生産者-組合員 と買受人 (仲買人 ･小売商)

の双方から販売高の3%を徴収している｡漁協の

買取事業部門がせり取引で落札した場合も,買受

人負担分30O/を漁協に収める｡漁船漁業から,合

計6%の受託手数料を漁協収入 として得る (図6

参照)0

明石浦漁協の組合員は,同漁協販売規程に基づ

き,漁獲物の 100% (全蚤)を漁協に販売委託し

なければならない｡組合員には自由な販路選択の

余地はない｡これに違反した者には制裁が課せら

れる･V 00o(｡こうした諸規定が設けられ,10/ 全

丑)共販体制への移行と漁協による買取事業が始

まるのは昭和50年代のことである｡直接的には

明石市地方卸売市場日̀の開場 (水産は昭和53年)

がその契機 となった｡

明石市地方卸売市場の開設によって,明石浦漁 

協市場の買受人であった ｢魚の棚商店街｣の鮮魚

商の一部が仕入先の切 り替えを進めるとともに,

地元生産者のなかにも明石市地方卸売市場へ出荷

する者もあらわれた｡しかし,活魚取引 ･流通を

主体 としてきた明石浦漁協市場に対し,明石市地

方卸売市場の取引 .流通は鮮魚を主 としたもので

産地高 .消亨空地安が生じるなど,価格形成等の面

で市場出荷は活魚流通に馴染まないと判断した｡

そこで明石浦漁協は100% (全最)共販体制に切

り替え,地元生産者の活魚取引を一手に担うこと

となった｡地元生産者の自由な出荷選択を制約 ･

統制した以上,明石浦漁協は共販市場において相

応の値建て ･価格を地元生産者に対して保障しな

ければならず,このことが結果 として,昭和 54

年から始まる漁協の買い支え行為に結びついてい

る｡また,買い支えた漁獲物は明石浦漁協自身の

リスク負担のもとで販路を開拓せねはならず,こ

の延長線上に昭和 57年から始まる買取販売事業

がある｡

なお,陸送品等の搬入が不足する商材に限って,

漁協買取販売事業によって行なわれている｡この

うち共販市場の取 り扱いに結びつくのは鮮魚で,

具体的にはイカナゴである｡イカナゴはチリメソ

とともに船曳網で漁獲され,明石浦漁協管内には

現在3ヵ銃が稼動 している｡ イカナゴは ｢釘煮｣

の原材料 として,買受人を介して地元消津名を中

心に鮮魚販売 (7-8割)されており,地元水揚

げが需要量に満たない場合,他漁協等から買付集

荷することで対応している｡

図6 販売手数料の概念図

出所 :聞き取 り調査より作成
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なお,員外船の水揚げは,平成初期まではみら 漁協買取であり,委託販売はない (表4参照)0

れたが,現在は皆無に等しい｡これは,負内と員 明石浦漁協の取引に参加する買受人は,消費地

外とで受け入れ態勢が異なることが関係する｡つ 出荷を主とする仲買人,｢魚の棚商店街｣を始め

まり,水揚げ時間にかかわらず,漁獲物の共販所 とする近隣の鮮魚商に大別できる｡平成 15年4月

への上場は最後にまわされるうえ,委託手数料も 現在,明石浦漁協市場に登録された買受人総数は 

4% (組合員より1%高い)となる｡近年,員外 83名で,うち仲買人は20名,小売商は63名であ

船の水揚げが皆無に等しいのは明石浦漁協に水揚 る｡取引には,明石浦漁協の買取事業部門も参加

げ ･上場する動機,メリットが小さいことによる｡ する｡

明石浦漁協は,市場の開設者と卸売業者を兼ね, 買受資格を持っていても,場立ちする程度で,

年4 r買受人83名 (平成 15 月現在)を対象に競 り市 買参権を行使しない者も多い｡jtqTT受入資格は3年

を行なっている｡販売方法は,競り市方式 ･見買 ごとに審査 ･見直しが行なわれる｡たとえば,仲

い方式 ･入札 ･相対の4つである｡買受人のうち 買人 19名のうち常時取引に参加している者はわ

仲買人は,いずれの取引にも参加できるが,小売 ずか5名程度である｡

商は競 り市と相対以外は参加できない｡取引開始 表 5は,明石浦漁協の買受人規模別分布をみた

時刻は,午前 11時30分からで,これが明石の ものである｡それをみると,最も多いもので1億 

｢昼網｣と称せられる所以である｡ ,0 万円以上,1 社,30 050 0 億円以上が3 ,0 万円～ 

明石浦漁協の背後には,3大小売市場51の一つ 1億円が8社,3,000万円以下も8社ある｡表6に

である ｢魚の棚商店街｣が控えている｡また,宿 よって,明石浦漁協市場における上位業者の買受

魚の強みを活かし ｢昼網｣ものとして,スーパー 実株 と占有率を検討しよう.共販市場販売高 16

等の目玉商品に食い込んでいる｡朝受は,午前0 億円のうち明石浦漁協の買取高が34億円,全体

時30分～午前2時までで,5-8月に限って行なわ の2割を占める｡明石浦漁協を除 く上位 5名の買

れる｡これはノリ凄殖漁業者が漁船漁業に業種転 受占有率は37%で,4名が卸である｡全般に買受

換する5-8月に水揚是が増加するため,水揚げ 人のなかでも,出荷 ･卸売業務を主とするものと

の一時的集中を避けるためである.10 / 全孟) 小売英務を主とするものに分かれ また得意とす00o(

表4 競り市の形態

販売方法 競り市方式 .見買い方式 .入札 .相対

昼 市 午前 11時30分より終了まで ｢周年｣ (仲買人 .小売商)

朝 受 午前0時30分より午前2時00分まで ｢5月～8月｣

出所 :聞き取り調査より作成

表5 明石浦漁協の買受人規模別分布 (仲買人) 平成 15年3月 

1億500 1,0万円以上 社 

1億円～ 億500 2社1 ,0万円
 

5,0 万円～ 億円
00 1 4社 

3,0万円～ ,0万円00 500 4社

出所 :未収金一覧表 ･買受人元帳より作成
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る魚種や用途など取扱いに差異があるため,魚種

ごとにみれば,特定業者の市場占有率はいっそう

高くなることが予想される｡

明石浦漁協を含む上位 6名の買受高が全体の約 

6割を占めるが,残 り 78名のなかには取引実続の

ない,あるいはゼロに近い者も含まれる｡買受人 

83名の平均買受高は 1,535万円である｡買受人と

して登録される業者の数は多いものの,実際の取

引では,水平的な競争が十分に発揮されていると

はいえず,市場取引の不活性化を招く要因の一つ

となっている｡なお,買受人のなかには兵庫県漁

連も含まれるが,直接取引に参加することは少な

く,明石浦漁協が代行買付けするのか一般的であ

る｡

以上のように,明石浦漁協市場の買受人につい

ては,買参権を行使する者が少なく,買受規模も

･｣､さいといった特徴がある｡このため,共販市場

での価格形成においては,競争条件が低下し,寡

占的な性格が増すとともに,取引に参加する業者

にあっても昨今のデフレ不況を背景に購買力が低

下する状況が強まっている｡このことが漁協によ

る買い支えや次節で述べる買取販売事業の動機づ

けとなる｡

明石浦漁協は,共販市場の取引を活性化するた

めに,新規買受人の誘致について幾度も議論し,

実行に移してきたが,業者の定着はみられない｡

本来的には購買力の強い業者の誘致が望まれるも 

のの,既存業者との買受バランスが崩れると,結

果として独占的な局面に結びつく恐れがある｡ま

た新規参入がみられたとしても,当該業者の業務

定着あるいは市場取引への街塩的参加が保障され

る訳ではない｡かくて漁協は値立ての底上げを図

るべく自ら取引に参加し,買い支えや買取行為を

行なっているが,このことが逆に新規業者の参入

動機を弱めるなど,一種の悪循環に陥っている｡

た とえば,明石浦漁協の漁船漁業水揚物が 

1009も (全血)共販体制に移行する昭和 53年に,

淡路島 ･岩屋の仲買人 5名が共販市場の買受人と

して新規参入したが,現在業務を継続しているの

はわずか 1名で,そのほかは全て撤退している｡

漁協の市場取引への参入 ･買取行為による買支え

が,買受人からみれば他面,価格競争を妨げる要

田として働 くことも否定しかたい｡ 

3)買取販売

平成 14年度の明石滴漁協市場における買取販

売合計高は 7,3億円で,漁船漁業水揚分の受託販

売高1 6,1億円の 46%を占めている.買取販売高

は平成 7年度以降 ,6-7億円で推移している｡生

鮮品は ,4.9億円である｡このうち漁協自身が市

場取引に参加し,買い付けた商品を量販店や業務

筋等に販売する場合 (3.4億円)と,イカナゴの

ように市場の荷揃えを補完するために他漁協から

仕入れ,共販市場の買受人に販売する場合 (15.

億円)があるが,前者が主体である｡冷凍品の取

表6 上位業者の買受実績と占有率

買受高 (百万円) 占 有 率
漁協扱いを含む 漁協扱いを除く

合 計 1. 3 10% 100 1,24百万円)61 0 %( 7

明石浦漁協 卸売人 339 21% 

A 卸 164 10% 13% 

B 脚 137 9% 11% 

C 却 114 7% 9% 

D 小 売 95 6% 7% 

E 卸 76 5% 6%

出所 :未収金一覧表 ･買受人元帳より作成
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扱いは 2.4億円で,その多くはタコの集荷である 府県にあり,全国の世帯のおよそ 1/3が加入し,

(表7参照)｡ 組合員は 2,000万人を越える｡主要販売先である

表 8に明石浦漁協による買取販売実純を示 し コープこうベ0)との取引開始は,昭和 57年の協同

た｡買取事業の主な販売先は,消費地市場出荷が 組合間提携から始まるが,これは明石浦漁協が買

約9,000万円,地元買受人が約 8-500万円,市場 取販売事業を始めたのと同時期である｡以下では,

外出荷が約 55億円で,全体の 75%が市場外への コープこうべの旗艦店舗であるシーアとコープ北

販売である｡詳しくみると,コープ (生協)への 口食彩館を例に,明石浦漁協との取引を説明する｡

販売額が約 2.億円で,全体の 3 0O 聞き取 り調査によりシーアの 20年 1月 18 8/を占める.そ 03 2 7日

の中心はコ-プこうべ,大阪パルコープや東都生 を例にとると,魚種-カレイ,原価 -350円,販

協等も含まれる｡ 売価格 -398円,カレイを含む 14魚種の仕入れ価

消費地市場の卸売企業への販売額が約 9,000万 格が 12万4,800円に対 し,売上高が 14万2,500

円.全体の 12%を占める｡消費地市場出荷では, 円であった｡原魚以外の必要経費を加えると,こ

その 56%が近畿地方の市場卸 ((秩)神港魚類 一 の日は ,2,300円の赤字を出している｡表 9に同

(秩)大水など)であるが,関東 ･九州方面への 店の 12月3日の伝票を掲げておく｡明石浦漁協の

広域 出荷 もあ る｡築地市場 では,築地 魚市 活魚 トラックにより運送し,手数料 5,614円は魚

219%,第-水産 1.13%,それ以外の 2社は 1% 種原価の 7%にあたる｡この例は通常より手数料

以下にすぎない｡出荷形態 としては活魚が主で, が高率であると思われる｡

鮮魚出荷する場合であっても,出荷直前の活け〆 年間でみると (表 10),シーアの仕入額は約 

処理を基本とする｡ 900万円だが,売上高は約 800万円で約 100万円

買取販売については,市場外への販売が主体で の赤字が出ている｡逆に,コープ北口食彩館では,

あることが分かる｡コープこうべが販売高の約 明石の ｢昼網｣というブランドカ ･人気で,他の

40/,特定取引先への販売依存度が高い｡また, 魚種 (鮮魚)よりも少し位高 くても組合員は購入u0

地元買受 (地場仲買)人への販売額は約 8,500万 してくれ ここでは金額は不明だが採井が取れて

円,消費地市場向けとはば同額である.ここでい いるという｡

う地元買受人のなかには,明石浦漁協に委託され かつては,コープこうべの各店とも明石の ｢昼

た漁獲物の市場取引に参加する上位業者も含まれ 網｣を扱っていたが,現在,取引が行なわれてい

るが,市場での取引実績のないものも含まれる｡ るのは 155店舗のうち 15店舗のみである｡明石の

つまり,漁協が市場取引に参加しない買受人の仕 ｢昼網｣ものの販売は集客効果を狙うイベン ト的

入れを代行している側面もある｡ な性格が強 く,単月の来店客数が少ない小 ･中規

4)コープこうべとの坂引関係 模店舗では採算性の確保が難しいうえ,販売方法

生活協同組合は平成 16年現在,すべての都道 もパック販売が主体となるため活魚販売の効果が

表7 漁協買取販売事業の取扱構成

明石共販市場での買取 (3.4億 円)

-量販店等 に販売 (買受人に転売 あ り)

生鮮品 

(49億).

他漁協等からの買付集荷 (1.5億 円)

- 買受 人等 に販 売 (畳販 店 等 - の販売あ り)

冷凍品 兵庫県漁連から冷凍ダコを集荷 

(2.4億) -販売先は買受人 ･量販店等

出所 :聞き放り調査より作成
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集客や売価に反映しにくい｡また鮮度保持の関係 鮮度の良さや魚種の多様さ,地場物としての価値

から,配送エリアが限られる｡現在,取扱いが行 の高さから集客効果を狙える商材として位置づけ

なわれているのは,駅ビルに入居する集客力の高 られる｡明石納漁協としては,販路獲得 ･拡大を

い大型店舗が中心である｡受注は本部一括受注で 目的とし,コープこうべ側からすると ,｢昼網｣

はなく,各店舗ごとに行なっている｡受注の流れ のブラソドカに期待し利害が一致した.しかし受

は,当日の午前 9時頃に各店舗に当日の入荷予定 注額の大きい店舗では 1日5-10万円にのはるが,

と前日価格を連絡し,受注を行なうD 後述するように近年では取引総街が伸び悩克,さ

コープこうべ側からすると,明石の ｢昼網｣も らにマージン率が受託販売より低いと,漁協の販

のは,全般に利益の確保が難しい商材であるが, 売黄住着はヒ71)ソグ調査において語っているC

表 8 明石浦漁協の販売実績と占有率

販売先 売上高 (万円) 占有率 ( %)

コープ (生協)計 28,l64 38.51

コープこうベ 27799 .. 3801

おおさかパルコープ 201 .027

東都生協 1 02264 .

市場卸計 8695 ., ll89


近畿地方計 4676 .
, 639

神港魚類 2609 ., 357

大水 2067 ., 283

関棄地方計 ( 2790 3.6杜) . 81


その他の地方計 ( l229 l.
7社) . 68

地場仲買人計 851 ll.64, 2 

三和水産 4,149 5.67

カネキ水産 2608 ., 357

魚利商店 850 1.16

その他 16社 905 124.

その他計 27769 ., 3797

坂本商店 4432 ., 606

斉木商店 2708 ., 370

兵庫県漁連水産力口 1765 2.工センター . 41

千倉南部漁協販売株式会社 1427 ., 195

井元商店 1420 ., 194

京都協同食品プロダクト 139 191. 4 .

串乃家フーズサプライ 1200 ., 164

その他 ( 1 , 1 .55社 ) 3423 835

出所 :未収金一覧表 ･買受人元帳より作成
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表9 コープこうべ	 (シーア店)平成 15年 12月3日 入荷商品一覧

魚 種 名 原価金額 (円)

0

0

0

0

0

0	

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

75,

30.

33.

33.

50.

40,

20,

58,

75,

40.

40,

55.

55.

25.

38.

35.

00

1	

02.8

アブラメ 

メイク 

ヒラメ 

イシガレイ 

尼カレイ 

サザエ 

チヌ 

タコ 

太刀魚 

イカ 

中エビ 

サワラ 

メバル 

スズキ 

マルハゲ 

イ□ 

小 計 

4

4

5,

5,

.

1

61

000

2061

手数料 

運賃 (運送料) 

小 計 

調査より作成

表10 シーアとコ-プ北口食影館の明石涌漁協との取引比較表

店名 シーア コープ北口食影館

所在地 兵庫県神戸市東灘区 兵庫県西宮市北口町

91

55.50,7.6.

89年3月 (2002年改装) 2001年4月20日

000人～ 00人～ 

開業年 

000人 00人来店客数′日 

9189 昭和50年代昼網取扱開始年 年

0

0cm1m31

明石昼網販売日 遇2回 (水曜日 .土曜日) 遇1回 (火曜日)

約50 万円 

直径6

約900万円昼網 .年内販売高

太刀魚 .メイク (ガレイ) メイク (ガレイ)

tecエビ .タコ .メJtLル .タイ 太刀魚 tec

回あたりの仕入額魚種販売方法値入率 530cm四方 ののハット約で販責100%万円(個)(個)槽 1 個)四方のパット (1 2%53
0
1時～万円～1 万円まで活魚販売 ,午午後後55午後2 時時以降はは刺身に加工して販売 

出所 :聞き取り調査より作成
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こうした活魚の買取事業,明石の ｢昼網｣もの

の販路拡大を狙って,漁協市場の傍らに活魚水槽

が設tT3711されている｡活魚水槽については,買受人

が利用する活魚生費として,1面2tのものが33面, 

1tのFRP生餌が20設荘されている｡現行生矧･ま,

自己資金によって平成7年度に設監されたもので

ある｡活魚水槽の利用料は 15万円～35万円で,

サイズや冷却設備の有無によって異なる｡

同生野は仲買 ･小売を問わずに利用 している

が,個別業者の利用規模は買受高に比例している｡

たとえば,上位買受人は2t生野4画分,漁協にあ

っても同規模の生頚を利用しているoこうした活

魚水槽の利用は,｢活け越し｣による魚介規の身

質 ･商品性 ･付加価値の向上を目的とするととも

に,エンドユーザ需要への対応を前提としたスト

ックポイン ト搬能や需給調整,魚の ｢活かり｣具

合にこだわる関西マーケットへの商品化対応とし

ての側面も併せ持っている｡本来需給調光が難し

い天然魚を活魚水槽でストックすることによって

供給の安定化と荷揃えを実現しコープこうべ等の

丑販店によるイベント販売に食い込んでいる｡

明tJ浦漁協は漁協買取事業部を市場取引に参加'

させ,上場晶の買い支えや価格の底上げ,さらに

は同市場買受人以外への販路ルー トの開拓に努め

てきた｡新規買受業者の誘致によって市場活性化

を図ろうとする,いわば他力本願的な対策では状

況を打開できないからである｡しかし商圏は関東

や九州方面への広域出荷もあるが,京阪神主体で

限られている｡新規販路の開拓は思いのほか進ん

でいない｡このことは市場取引における漁協の買

取丑 ･額を規定し,今後の買取事業の盛衰は漁協

の販路開拓力,マーケティングカによって大きく

左右される｡明石浦漁協の販売事業,その特徴で

ある買取販売の成否は,今後のマーケティングの

展開にかかっているといって過言ではない｡ 

4.収益動向

図7･8,蓑11は,明石浦漁協の事業総利益の

内訳をみたものである｡事業総利益のなかで販売

事業が占める割合は巌も大きい｡次に,信用事業,

購買事業,利用事業,製氷冷凍事業の順に続 く｡

ただし,事業総利益のなかで占める割合が第2に

大きかった信用事業は,平成9年度 10月 1日付で

兵庫県信用漁業協同組合連合会に事業を譲渡した 

(事業譲渡時の貯金残高が約20.4倍円,貸付残高 

が約5億円であった)｡そのため,平成 10年度以

降は事業総利益に占める販売3:if業および粥買事業

の割合が高 くなった｡事業総利益の1割前後を占

めていた信用事業の役割は無視できない.

次に各事業別に検討しよう｡信用事業の総利益

は,平成元年度をピークに減少しつづけ,事業譲

渡した平成9年度には都菜総利益におけるシェア

が半減している｡金額でみると平成元年度がピー

クであるo平成5年度までは4,000万円台を保っ

ていたが,400.0万円台を下回ると漸減し始めた｡

金融楼関の経営破綻が相次ぐなかで,生き残りを

かけた巨大銀行同士の合併や破綻金融機関の敢済

合併など金融再編が進行し,景気停滞の下で実施

された金融自由化政策が,信用事業の収益を圧迫

していたと考えられる｡

共済事業においては,毎年3%前後のシェアで

安定的に推移している｡金額では.全体的に増加

傾向にあるが,ここ叔近は900万円前後であるO

阪神 ･淡路大震災によって共済の必要性が認識さ

れ,平成7･8年度は記録的な新規契約増 となっ

たことが金額面での増加につながったと思われ

る｡購買事業のシェ7は増加傾向にあり,特に,

信用事業の譲渡後は事業総利益に占める割合が 

10%近い｡金額でみても増加傾向にある｡

販売事業のシェアは購買事業と同様に増加憤向

にあり,特に信用事業の譲渡後は,事業総利益に

占める割合が70%後半で安定している｡平成9･ 

lot 1 倍5001年度は2 ,0万円近 くに連したが,こ

こ般近は2億円程度に留まる｡魚種 としては夏場

の底びき網によるタコの水揚げが,販売事業のな

かで特に重要な要因のひとつである｡明石浦漁協

のタコの平均水揚金額が約2倍5,000万円,漁船

漁業の水揚金額に占める割合が約 15%,過去 15

年間,漁船漁業の他魚種と比べて水揚金額は常に 

1位にある｡水揚金額の推移と販売事業総利益の

推移を見比べても分かるように,販売事業におけ

るタコー明石のクコーの水揚げはかなり重要な位

置にあるといえる (図9参照)0

重点をおいている買取販売は,ピーク時の 10

陰門から近年は7倍門前後に停滞し,一時は20店

舗以上に連していたコープこうべとの取引も,小

規模店では集客効果が期待できず減少した｡刺

身 ･パック詰めなど ｢昼網｣には手間-経費がか

かり,不況期のため小売価格の低落傾向が否めな

いOブラソ ド･イメージとは別に,小売サイドか
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図9 販売事業総利益とタコの水場壬の比較 出所 :明石浦漁業協同組合 ･業務報告書より作成 
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図10 明石浦漁協の事業総利益 ･事業管理費 ･事業利益の推移

出所 :明石浦漁業協同組合 ･業務報告書より作成
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らは利益計上が難しく,他方,漁協の収益も受託

販売に及ばない｡

製氷冷凍事業においては,シェア ･金額 ともに

減少している｡製氷冷凍事業は漁船 ･ノリ養殖業

の水揚丑と密接に関係し,両者の水揚畳が減少し

ているので減少傾向にある｡利用事業のシェア ･

金額はともに若干の減少傾向にある｡シェアは 

4.5%前後 ,金額では 1,200万円前後で推移する｡

活魚水槽の利用数が減少しているのは,漁船漁業

の水揚丑減少 と相関があると思われる｡指導事

業 ･無線事業のシェア ･金額は ともに僅かであ

る｡

事業総利益は全体的に減少傾向にあるが,事業

管理費は増加傾向にあり,事業利益はここ凝近は

赤字が続いている (図10)｡串某総利益のなかで

販売事業の占める割合が,平成 14年度には約 

78%に達 し,明石浦漁協の事業総利益は販売事

業に左右される (前掲図7)｡事業管理費のなかで 

人件費が占める割合は,平成 16年度において約 

56%,次いで施設坪が26%にのはる｡

事業利益 ･事業外利益 ･経常利益 ･税引前当期

利益をみると,本業の儲けを示す事業利益はここ

最近マイナスだが,それを事業外利益で補い,さ

らに経常利益のマイナスを特別利益で補うことi･こ

よって,税引前当期利益ではようや く黒字を計上

する｡平成 7年度の事業外利益 ･経常利益のグラ

フは関西国際空港等の建設工事による漁業補佑金

が入ったため突出している (図11)0 

5.結語

漁協共販は,業務形態に基づき産地市場開設型 

(漁協が開設者 ･卸売業者 となって産地市場を開

設し,生産者からの受託に基づき漁獲物を販売す

る)と共同出荷型 (生産者から受託もしくは買い

とった漁猿物を卸売市場または市場外業者に出

荷 ･販売する)に大別でき,一般に,各漁協はこ 

I_i::.I:;,I:li=i -Jf-;tI:ltt:t;;-:'キ :l_ll.:墨 字.-i -- -I: Ili; : ::iII i : ;--- ≡-:':: -'JL-; :蒜 I-
図11 明石浦漁協の事業利益 ･事業列利益 ･経常利益 ･税引前当期利益の推移

出所 :明石浦漁業協同組合 ･業務報告書より作成
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の組み合わせによって販売Z J事業に対応する｡多く

の漁協が産地市場出荷から共同出荷へと販売額某

の軸足をシフトさせるなかで,明石浦漁協は,産

地市場開設型のみに対応し,漁船漁業水揚物の共

同出荷は行なっていない｡産地市場漁協として委

託販売とともに,漁協自ら買取販売を営み,市場

外へ販路を拡大し,販売活動に程 f樋的かつ主体的

に取り組んでいる｡漁協の買取販売事業は,市場

買受人が減少するのみならず全般に販売力が低下

し,他方新規買受人の誘致には限界があり,その

重要性を増している｡生産者組織である漁協が流

通及び価格形成過程を他に委ねるのではなく,む

しろ自ら主群する活動として,市場取引の活性化

や場外への新たな販路開拓を目指した行動として

評価できる｡

しかし,明石湘漁協の買取販売高は平成 7年度

頃から 7倍門前後で停滞しており,また,その収

益率は受託販売と比べて低く,かつ不安定である｡

買取司 ‡菜の収益率a )低さが販売事業の収益性の低

下に結びつき,ここ数年は販売事業全体でも赤字

を計上している｡つまり,買取甘美の必要性と漁

協経営のあり方との間にジレンマが生じているの

である｡都市近郊にあり漁場条件にも恵まれた明

石浦漁協は,活魚販売を武器に,協同組合間提供

を契枚として,軸であるコープこうべとg :取引に)

一定の成果をあげてきた｡しかしマーケティング

カの強化によりコープこうべにくわえて新規に市

場を開拓し,頭打ちの買取販売をこえていくこと

が今後の課題として求められている｡

注 

I)認定漁協とは,平成 13年に国が創設した制度

で,資源管理など水産業の新たな課題を担うた

めの組織 ･事業基盤の強化を目指した ｢基盤強

化計画｣を作成した漁協を県が認定するもので

ある｡認定漁協の条件は以下の通りである｡ 

(∋指導z Ji業専任職員が1人以上いること 

(塾地区が市町村の区域以上であること

③販売蔀業取扱高が 20億円以上であること,欠

損金等がある場合にはその解消が確実に見込

まれること

④資源管理等の指萄事業を実施した実航又は

計画あること 

2)明石輔漁業協同組合 ･林崎独英協同組合 ･江

井ヶ島漁業協同組合 ･魚住漁業協同組合 ･東二

見漁業協同組合 ･西二見漁業協同組合の 6漁協

である｡ 

.)違反者には,罰金 3万円のペナルティーがあ3 0

る｡場合によっては組合員の資格を剥奪される 

(明石浦漁業協同組合 ･定款 ･第 15粂) 0 

4)明石市地方卸売市場は明石市によって昭和 52

年5月に開設された｡卸売業者 2社,仲卸業者 

26社,買受人 : 1,289名 (青果を含む)である0 

5)魚の棚商店街 (明石市),黒門市場 (大阪市) ,

錦市場 (京都市)を指す｡ 

6)コープこうべは 1921年の創設以来,兵庫県内

で暮らしに密着した幅広い活動を展開し地域コ

ミュニティの活性化に取り組んできた｡2 005

年3月末現在,約 123万人が加入し,出資金が 

474.9億円,供給高 (売上高) 2,806億円は,

全国の小売業売上ランキングでも上位に入る｡

店舗数は 155店舗に及び,日本最大の生活協同

組合である｡




